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横浜市市税条例等の一部改正（平成 30年６月分） 

税目・改正項目 改正案の内容 

固
定
資
産
税

課税標準の

特例措置に

係る課税割

合の設定 

○ 中小事業者等が生産性向上のために取得した償却資産に係る課税割合の設定 [市税

条例附則第９条]

中小事業者等が生産性向上のために行う新たな設備投資を後押しするため、生産性向

上特別措置法に基づいて中小事業者等が取得した一定の先端設備等について、地方自治

体の判断で、固定資産税をゼロ以上２分の１以下とする特例措置が創設されました。これに

伴い、次のとおり、課税割合を設定します。 

【期間】生産性向上特別措置法の施行の日から平成 33 年３月 31 日まで 
【適用】新たに固定資産税が課されることとなった年度から３年度分 

対象資産 

（償却資産） 

課税割合 
課税割合を設定した理由 

地方税法 本市 

中小事業者等が、生産性向上特
別措置法に基づいて市町村が認
定する先端設備等導入計画に従
って取得した先端設備等 

※ 対象資産
機械装置、測定工具及び検査
工具、器具備品、建物附属設備
（償却資産として課税されるも
のに限る。）

【範囲】 

ゼロ～１/２ 
ゼロ 

市内の中小企業及び個人

事業主の生産性向上を支

援するため。 

市
た
ば
こ
税

税率の変更 ○ 市たばこ税の税率の変更 [市税条例第 85 条]

市たばこ税の税率を３段階で見直す地方税法の改正があったことに伴い、本市に

おいても、市たばこ税の税率を地方税法と同様に変更します。 

※１ １回の税率変更によって引き上げられる額は、国、県及び市のたばこ税額を

合わせ、１本当たり１円です。

※２ 市たばこ税の税率は一定税率であるため、本市独自の税率は設定できません。 

（税率：1,000 本当たり） 

市たばこ税 
現 行 

改 正 案 

H30.10.1 H32.10.1 H33.10.1 

5,262 円 5,692 円 6,122 円 6,552 円 

その他 〇 条例で引用している地方税法の項ずれに伴う改正等、条文整備を行います。 

【市たばこ税の税率の変更】 
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【参考】支援措置の主なスケジュールと本市の対応

 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月～ 

国 

法
律 

     

 

も
の
づ
く
り
・ 

 
 

サ
ー
ビ
ス
補
助
金 

     

本
市 

（
市
町
村
） 

     

昨年 12月に、我が国の持続的な経済成長を成し遂げるため、政府が「新しい経済政策パッケージ」

を取りまとめ、その中で、平成 32年度までを「生産性革命・集中投資期間」とし、あらゆる施策を

総動員するとしています。これを受けて、「生産性向上特別措置法」が平成 30 年５月 16 日に成立

し、設備投資を通じて生産性の向上を図る中小事業者等を支援する措置が講じられました。 

（１）支援対象 

    市町村の認定を受けた先端設備等導入計画（認定導 

入計画）に基づき先端設備等を導入する中小事業者等 

（２）支援措置の概要 

①  固定資産税の特例措置の創設 

        認定導入計画に基づいて中小事業者等が取得した 

先端設備等に係る固定資産税を、地方自治体の判断 

で、ゼロ以上２分の１以下とする特例措置 

②  補助事業（補助金）の拡充 

  ①の特例に合わせ、国の「ものづくり・サービス 

補助金」等の予算措置を拡充し、重点支援 

   ※ 事業所の所在する自治体において、①の特例措 

置による固定資産税の課税割合をゼロとするこ 

とが表明されていれば、補助金の採択審査時に 

加点（優先採択）されます。 

     

＜生産性向上特別措置法のイメージ＞ 

 

中小事業者等が生産性向上のために行う設備投資への支援措置 

【優先採択の対象となる補助金】 

【第２回市会定例会】 

本市が課税割合を 
ゼロにする意向を表明 

事業者の 
導入計画を認定 

生産性向上特別措置法公布・施行見込 
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優先採択において、事業所の所在する

自治体が固定資産税の課税割合をゼロ

とする意向を示していること等を加味 
 

【１次採択】  【交付決定】 
(2/28～) 

4/27 

【１次公募】 

優先採択された事業者は、課税割合
をゼロとする条例が成立している
ことが、交付決定にあたり必要 

課税割合の設定 

【導入促進基本計画の策定】 


